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３-２ 協力対象事業の概略設計 

３-２-１ 設計方針 

３-２-１-１ 基本方針 

（１） 協力対象範囲 

要請内容の検討結果に基づき、優先度の高い村落を対象としてハンドポンプ付深井戸による給

水施設建設を行う。本事業は、単年度による事業として、交換文書（E/N）以降、約24ヶ月で実施

する。 

機材調達は、要請で掘削機関連資材等が要請されていたが、深井戸用掘削用機材が「環境・気

候変動対策無償」によって2011年にも調達されることが決定していること、老朽化が進んではい

るが灌漑・水資源開発省で保有する過去に日本から調達された5台の掘削機が稼動していることに

加えて、｢マ｣国民間井戸掘削会社の掘削能力や保有掘削機の台数が十分にあることから、本協力

事業での掘削機関連機材の調達は実施しない事とする。しかし、給水施設の維持管理に関しては

県水開発局の技術支援能力を強化するため必要な機材を調達する。 

CBMプログラム推進による持続的な運営維持管理のため、村落の運営維持管理強化と県水開発局

のキャパシティビルディングに係るソフトコンポーネントを計画する。 

（２） 対象地区の選定 

対象村落の選定に当たっては、自然状況調査及び社会状況調査、調査団による村落踏査の結果

を踏まえて、対象地区へのアクセス、既存給水施設の状況、地下水開発の可能性等の条件を検討

して村落の絞込み、優先順位付けを行う事とする。 

（３） 計画対象村落と給水施設レベル 

本事業では、単年度案件として実施する中で対象地域の給水状況を全体として改善する方向か

ら各村落の井戸建設を1本として計画する。また、給水施設レベルは、施設の維持管理が容易なハ

ンドポンプ付深井戸を採用する。 

３-２-１-２ 自然条件に対する方針 

（１） 気象条件 

計画対象地域では12月から翌年3月にかけての雨季に降水量が集中する。一方、道路は、モザン

ビーク国境からブランタイアまで通じる東西に走る国道以外は舗装されておらず、多くの村落が

位置するのは丘陵地である事から、雨季の対象村落へのアクセス条件は悪化する。従って、気候

条件を考慮に入れた実施工程を策定する。また、維持管理用車両の選定に当たっては、雨季の走

行性、使用性や耐久性に十分配慮する。 

（２） 地形・資質条件 

調査対象地域は中～西部が地溝帯斜面で起状の激しい山岳・丘陵地帯であり、東部が地溝帯平

地／高原地域で緩やかな平坦地形である。地質的には、同国を縦断する地溝帯が形成され、この

活動に伴い地溝帯の周辺は破砕され、数多くの断層破砕帯や引っ張り割れ目群ができている。 
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自然条件調査で実施した地質踏査、電気探査、試掘の結果からは地下水の開発は急峻な尾根部

におけるリニアメントによる裂罅水、丘陵地域における基盤岩風化層及び風化物堆積層、平坦地

の風化層及び風化物堆積層が対象と考えられる。ただし、本対象事業では、急峻な尾根部の裂罅

水位置選定は比較的掘削のリスクが高いことから、丘陵地及び平坦地の村落を優先させることと

する。 

また、井戸掘削成功率を向上させるため、詳細設計段階で電気探査を実施し掘削サイトを選定

する。 

３-２-１-３ 社会条件に対する方針 

対象地域の人口規模、人口構成、既存水源、既存給水施設の状況、必要生活用水量、水運搬距

離、運搬時間、アクセス状況、給水状況に対する住民の問題意識、村落衛生水委員会および給水

点委員会の設立の意思、維持管理活動への参加意思、維持管理費の負担に対する意識等を十分に

考慮し、対象村落を選定する。 

計画人口は2010年の調査人口をベースに人口増加率（約4％）を加味する。計画年は工事完了3

年後とし、2015年とする。実施工程策定に当たっては、村落側の参加によるCBMプログラムの実施

を十分考慮する事とする。 

３-２-１-４ 建設事情／調達事情等に対する方針 

「マ」国においては、井戸掘削業者を含めて多くの建設業者が存在することから、現地建設業

者を有効に活用する。 

多くの資機材が現地調達可能であるが、一部の資機材については現地調達が困難であるため、

第三国調達または日本国調達とする。 

３-２-１-５ 実施機関の運営維持管理能力に対する対応方針 

1998年の地方分権化政策により、深井戸建設を含む社会資本整備は県を中心に計画、実施、維

持管理される方針に転換された。しかしながら、県レベルでのプロジェクト支援体制は、技術力、

要員数ともに十分とはいえず、本省ならびに地域水資源開発局からの技術支援が不可欠となって

いる。 

このため、本プロジェクトは灌漑・水資源省をカウンターパートとして実施する。施設完成後

の維持管理については、灌漑・水資源開発省水給局の指導・監督の下、地域水資源開発局および

県水開発局に所属するCBMコーディネーターや水管理普及員がCBM活動の普及員として各村落に設

置された給水施設の維持管理に関連する指導を行う。 

給水施設建設後の運営維持管理を効果的に実施するため、建設工事前・建設中・完成時の3段階

において、給水施設運営維持管理組織の設立・運営に係る指導を実施機関及び村落レベルの運営・

維持管理組織に対して実施する。また、施設建設段階において、給水施設の運転・メンテナンス・

修理に係る教育・訓練を実施機関及び村落レベルの運営・維持管理組織に対して実施する。 
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３-２-１-６ 施設・機材のグレード設定に係る方針 

給水施設はコストダウンを念頭に置いたシンプルな施設・仕様を計画する。また、村落給水施

設として運転・維持管理が容易で、かつ、持続的使用が可能となる耐久性に優れた施設を計画す

る。 

対象地域は「マ」国の中でもとくにインフラ整備の遅れている地域であり、主要幹線道路でさ

え未舗装の場合が多い。特に雨季における路面状況は最悪であるため、車両については４輪駆動

を計画する。 

３-２-１-７ 工法／調達方法、工期に係る方針 

現地業者の活用を念頭に置き、現地建設業者が対応可能な工法を極力採用する。また、建設用

資機材は低コストとなるよう、極力現地または近隣国から調達可能なものを想定して仕様を決定

する。 

ハンドポンプ給水施設は、基本的には井戸掘削のつど、ポンプの設置、水たたき及び排水溝の

建設を行うが、ハンドポンプの据付は地区毎にまとめて施工する事も検討する。 

施工順序は、緊急度に応じた優先順位を十分勘案するものの、効率的な施工性を考慮した施工

計画を優先させるものとする。 

３-２-２ 基本計画 

３-２-２-１ プロジェクト要請内容の検討 

（１） 基本計画諸元 

(a) プロジェクトの計画年 

プロジェクトの計画年は工事完了3年後とし、2015年とする。計画人口は2010年の調査人口をベ

ースに最新のセンサス結果から想定されるムワンザ県3.8%、ネノ県4.1％の人口増加率を加味する。

給水人口は本調査で実施した社会条件調査および調査団による聞き取り調査結果を使用する。 

(b) 深井戸給水施設の整備基準 

深井戸給水施設の整備基準は｢マ｣国目標はMGDSに基づいて水の運搬距離を500m以内とし、人口

250人あたりに1箇所を建設することである。本プロジェクトでは、年間の施設運営･維持管理費を

月あたり約1,750ｸﾜﾁｬと想定、この場合、50戸レベルの村落で1戸あたり月額が35ｸﾜﾁｬとなる。一

方、社会条件調査による1戸当たりの支払い意思が60ｸﾜﾁｬ程度であるから2015年時点での村落人口

を半分の25戸相当（約125人）は確保できる村落を対象にすることとする。 

(c) 給水原単位 

1日1人当たりの給水量は｢マ｣国の目標値に基づいて、27 ℓ ／人／日とする。 
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（２） 計画対象村落の選定 

基本設計では要請リストの414地区に対して、深井戸給水施設の必要性、工事の可能性の観点か

ら、協力対象事業の計画対象村落の絞り込み及び優先順位付けを行った。要請リストには、ネノ

県のリハビリテーション対象井戸25地区が含まれるが、本計画では既存井戸が使用不可の場合の

代替井戸建設は実施の対象とし、井戸の洗浄とハンドポンプの更新を内容としたリハビリテーシ

ョンはプロジェクトに含まない事とした。 

絞込みのクライテリアは以下の5項目である。 

(a) 対象地域へのアクセス 

村落の井戸建設サイトへ掘削工事車両がアクセス可能である。 

(b) 給水に対するニーズ 

対象とする村落や集落では、湧水、手掘り井戸、河川水等を利用しているため飲料水としての

安全な水質や安定した取水が確保されていない。 

(c) 地下水開発の可能性 

対象地区は地形区分で丘陵地もしくは平地であり、北部・北西部の急峻な尾根に比較して、井

戸工事成功の可能性が高く、必要な給水量が確保されると見込まれる。また、飲料水として、安

全な水質の確保が見込まれる。 

(d) 維持管理の実施能力 

村落に、本協力事業で建設される深井戸の運営、維持管理実施能力があると見込まれる。 

(e) 村落の人口 

要請地区の中には、村落の人口が、1給水施設あたりの人口が計画年（2015年）でも給水の目標

値である250人に至らない地区がある。施設の運営、維持管理の観点からは最小人口として、2015

年時点で125人は確保される必要がある事とする。 

更に、絞込んだ220村落から、既存給水施設の状況を判断して優先村落を選定した。 

・村落には既存井戸がない場合 

・計画人口が多く、必要な井戸数が2井以上となる場合 

以上の結果、要請された414村落から221の対象村落が絞り込まれ、うち、優先村落は120である。

本プロジェクトでは、対象村落において各1本の井戸建設を実施する。 

（表  ３-３プロジェクトの対象村落、図  ３-１選定フロー参照） 

本プロジェクトによる県別給水人口の増加は表  ３-４に示すとおりであり、新たに安全で安定

した飲料水を約28,700人が得ることとなる。 
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表  ３-３ プロジェクト対象村落数 

ムワンザ県 ネノ県 計 ランク 項目 
村落数 村落数 村落数 

A 選定村落（優先度が高い） 59 61 120 
B 選定村落 45 56 101 
C 既存給水状況、地下水開発

の可能性で対象外となった

村落 

61 86 147 

D アクセスが困難 8 38 46 
 計 173 241 414 
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図  ３-１ 村落の絞込み、優先分けフロー 
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図  ３-２ プロジェクト対象村落位置図 

本プロジェクトにより、計画年2015年には給水人口は、ムワンザ県で14,386人、ネノ県では

14,408人へ増加し、水質的に安全で、雨期・乾期を通して安定した給水源へのアクセスを有する

事となる。給水率は2010年の41.6％から47.2％となる。 
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表  ３-４ プロジェクトによる給水人口の増加 

県 ムワンザ県 ネノ県 計 給水率 
2010 年人口 94,891 97,544 192,435  
2010 年給水人口 42,445 37,642 80,087 41.6% 
2015 年人口 112,630  117,540 230,171  
（2015 年給水人口の増加） 14,386 14,408 28,754  
2015 年給水人口 56,541 52,050 108,591 47.2% 

 

本計画により安全で安定した飲料水へのアクセスが可能となる女性は約半数の約14,950人、ま

た、14歳以下の未成年は約13,500人と推定され、水運搬の労働時間が削減される。 
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図  ３-３ 給水人口の内訳 

（３） 調達機材 

原要請では、新規掘削機材、支援車両及び井戸用資材等が要請されていた。しかし、深井戸掘

削用機材は「環境・気候変動対策無償」によって2011年にも調達されることが決定していること、

老朽化が進んではいるが灌漑・水資源開発省で保有する過去に日本から調達された5台の掘削機が

稼動していることに加えて、｢マ｣国民間井戸掘削会社の掘削能力や保有掘削機の台数が十分にあ

ることから、本協力事業での掘削機関連機材の調達は実施しない事とする。 

52% 48% 

47% 27% 14% 
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一方、CBMプログラムのために両県の水開発局が現状で保有する車両は各1台であるが、ネノ県

はすでに20年と老朽化したピックアップを使用しており、故障頻度が高い。また、ムワンザ県で

はUNICEFのWASHプロジェクトで供与されたピックアップを利用しているが、WASHプロジェクトは

今後も2015年まで継続するため、本プロジェクトへの対応は困難である。CBMプログラム実施のた

めには、3名以上の関係者の移動、ポンプ更新時のポンプロッド等の部品の運搬が必要である。本

車両の管理主体は両県水開発局となる。 

また、本プロジェクト及び既存井戸の位置を確定するためのGPS機材を保有しておらず、マッピ

ング作業に困難をきたしている。このため、要請リストの中でCBMプログラムの推進に関わる運営

維持管理用の車両及びGPS機器については、プロジェクトで建設する深井戸給水施設が将来的にも

継続的に維持管理されるためにも両県に各1器調達する事とした。 

（４） ソフトコンポーネント 

原要請では、給水施設の運営維持管理に関わる支援として、１）県の給水事業普及員に対する

研修、及び２）村落の水管理委員会に対するCBM研修、が要請されている。 

「マ」国政府は2005年に国家水政策を改定し、これまで以上に強く給水事業への住民参加促進、

受益者による運営維持管理費用の負担、安全な水と衛生に関する啓蒙活動の推進などの基本政策

を打ち出している。しかしながら、計画対象地域においては、未だ住民オーナーシップの意識が

低く、維持管理用費用の負担についても理解が進んでいない。 

本計画のプロジェクト目標は「プロジェクト対象地域において給水人口が増加し、安全な水が

持続的に給水される」ことであり、上位目標は「プロジェクト対象サイト住民の衛生環境が改善

される」ことである。そのためには給水率が向上することと同時に、衛生意識が向上し、清潔で

安全な水が、給水施設の適切な維持管理のもとで持続的に利用される必要がある。このような衛

生教育や運営維持管理活動がプロジェクト終了後も「マ」国自身で実施できるようにするため、

以下に示す内容の支援をソフトコンポーネントで行うものとする。 

普及員の教育･訓練 

住民参加の意識啓発 

運営維持管理体制の整備 

保健衛生教育 

（５） 要請内容と変更状況 

要請内容と変更状況は表  ３-５のとおりである。 
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表  ３-５ 要請内容と協力内容（案）の比較 

要請内容 協力内容（案） 変更理由 
１ 井戸工事（エプロン、排水等を含む） 
(1) 深井戸 414 ｻｲﾄ 同左 119 本 
(2) 揚水施設（ハンドポンプ）,

付帯施設（エプロン、排水

等付帯工を含む） 

414 ｻｲﾄ 同左 120 ヶ所 
深井戸はアクセスの困難な集落及

び地下水開発の困難な集落を除

き、緊急性の高い地域を選択。試

掘成功井 1箇所は水質･水量が「マ」

国基準に達することが確認されて

おり、ハンドポンプ及び付帯施設

を設置する。 
２ 資機材調達 
(1) トラック搭載型掘削機（４

ｘ４） 
1 式 削除  

(2) デベロプメント及び揚水

試験機材 
1 式 削除  

(3) ピックアップシングルキ

ャビン（４ｘ４） 
2 台 削除  

深井戸用掘削機材は「環境・気象

変動無償」にて井戸掘削機材が調

達されることから、本協力事業で

の調達は必要ないものと判断 

(4) ピックアップダブルキャ

ビン（４ｘ４） 
2 台 同左 2 台 本プロジェクトによって建設され

る井戸の運営・維持管理に係る

CBM プログラムの推進に使用 
(5) GPS 装置 3 ｾｯﾄ 同左 2 ｾｯﾄ 既存井戸を含めた井戸台帳の作成

及び新規井戸のモニタリングの推

進に使用 
(6) 物理探査器 1 ｾｯﾄ 削除  上記２(1)(2)(3)に同じ 
(7) 井戸用ケーシング、スクリ

ーン 
1 式 削除  1.井戸工事の工事用材料に含む 

(8) スペアパーツ 1 式 削除  
(9) 掘削機用スペアパーツ 1 式 削除  

井戸掘削機及び関連機材の調達を

しないことから、それに関連する

スペアパーツも不要 
３ ソフトコンポーネント 
(1) 水委員会 CBM プログラム

支援 
１式 同左 1 式 

(2) 普及員用トレーニング １式 同左 1 式 

CBM プログラムの推進のための

支援および本協力事業で建設した

水源ごとの水管理委員会結成に対

する普及員へのトレーニング 
 

３-２-２-２ 給水施設計画 

（１） 給水人口 

「マ」国では2008年にセンサス調査が実施されたが、村落別人口データは明らかとなっていな

い。よって、現地調査時の社会状況調査及び調査団による現地踏査による村落人口を基準に、計

画目標年を2018年に設定し、センサスによる次の人口増加率をもとに給水人口を設定する。 

ムワンザ県： 3.8％ 

ネノ県： 4.1％ 

（２） 給水原単位 

「マ」国の深井戸給水施設の目標整備基準における給水原単位は、27 ℓ ／人／日である。社会

状況調査の結果からは、1人当たり水の使用量は水源の種類（河川水、手掘り井戸等）や水源まで

の距離によって異なり、水源までの距離が遠距離（片道2km以上）の場合は10 ℓ 、水源が手掘り

井戸や小河川で距離も近い村では30 ℓ を超えるところもあった。 



 ３-１３

本計画では、目標値の27 ℓ /人/日を妥当なものとして、計画値に採用する。 

（３） 計画旧推量 

本計画の取水施設はハンドポンプであり、原単位をベースに標準的な250人の地区における１給

水施設あたりの計画給水量、井戸の計画楊水量は以下のように計算される。 

1 人当たり 1 日給水量：27 ℓ／人／日 

1 日の使用時間：12 時間 

ポンプの稼働率：0.8 

計画給水量 = 6,750 ℓ／日 

井戸の計画楊水量=27 ℓ/人/日 x 250 人 ／ 12 hrs／ 0.8 = 0.19 ℓ/sec 

  井戸の揚水量判定基準は、最低揚水量 0.20 ℓ/sec を採用する事とする。 

（４） 給水施設 

(a) ハンドポンプ 

ハンドポンプは灌漑水資源省で標準機材となっているアフリデフ型ポンプを採用する。本ポン

プは対象地域でもスペアパーツのサプライチェーンが箇所数は限定されるものの出来ており、エ

リアメカニックによる修理、更新が可能であり、今後は村落レベルでの修理が期待される。ハン

ドポンプにはO-リング、シール等のスペアパーツ及び村落での修理用工具を付ける。また、近年

ハンドポンプの盗難が各地において発生しているため、ハンドポンプ設置時に盗難防止対策を施

す。 

(b) 水たたき及び排水溝 

深井戸付帯施設は、上部受水施設であり、MoIWD（Ministry of Irrigation and Water 

Development）の標準デザインとして水汲み足場、受水用エプロン、洗い場及び排水路より構成さ

れ、水汲み後バケツを頭に乗せ易くするためのバケツスタンドが設置されている。 

この標準仕様はユニセフ等他の援助機関はもとより過去日本の無償資金協力により実施された

プロジェクトにおいてもこのデザインが採用されている。本プロジェクトの同様の仕様を採用す

る事とする。一方、排水路末端部の排水不良個所が多く見られ、不衛生な状況となっている。こ

のため、本プロジェクトでは浸透枡等を設置し末端部排水部の衛生状態を確保する構造とする。 

（５） 井戸の基本構造 

① 井戸径及び掘削径 

井戸径は深井戸用ハンドポンプ標準の4インチとする。また、グラベルや止水材充填のクリアラ

ンス確保のため掘削径はDTH工法で6.5インチとし、泥水掘削工法を採用する場合には、さらに孔

壁崩壊防止のための作業用ケーシングを挿入する必要があるため、掘削径は8インチとする。 

② ケーシング及びスクリーン 

PVCパイプをケーシング・スクリーンの材料として用いる。 
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③ 井戸深度 

掘削深度については、基本設計時に実施した試掘結果、電気探査結果、既存井戸の情報をもと

に算出する。 

電気探査の結果、対象地域のうち、地形区分で丘陵地での風化層厚の平均が47m、東部平地での

河川堆積物及び風化層厚が50m以上であった。これに、表土2～3m及び5mの砂溜まりも加えるもの

とし、既存井戸の掘削深度も考慮して、丘陵地で55m、東部平地で50mの掘削深度を設定する。 

④ 井戸成功基準 

計画給水量で記述のように、井戸の成功基準は揚水量0.20（l/sec）、「マ」国灌漑水資源省の

暫定水質基準に収まるとともに、特に健康に関する項目であるフッ素については、WHO基準を考慮

する事とする。 

⑤ 井戸の成功率 

「マ」国では、実施された過去の無償資金プロジェクトの実績及び現地掘削業者からの聞き取

りも考慮して、地形区分による丘陵地で70％、平地80％と設定する（表  ３-６参照）。選定した

村落では、丘陵地区分が両県で95村落、平地区分が両県で24村落であることから、全体での成功

率は72％である。 
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表  ３-６ 自然条件調査に基づく地域別の深井戸掘削深度と成功率 

主な地域 地形区分 地質、帯水層の

厚み、電気探査

の結果 

水質 深井戸掘削

の平均深度

（m） 

成功率の設定 

西部、 
北西端部 

急峻な尾根： 
モザンビーク国境

沿い等の山岳地。基

盤岩である片岩、片

麻岩の新鮮部を透

水性の悪いラテラ

イトが覆っている。 

高（1000Ω・m
以上）－ 高の 2
層構造、もしく

は高－中（100～
1000Ω・m）－高

の 3 層構造。 

問題なし 60m 急峻な尾根部の場

合、村落近くでは裂

罅水の選定が難し

く、現地施工業者の

ヒアリング、一部工

事の実績を参考に

すると、50％以下と

想定される。 
中央部、

西南部 
緩やかな丘陵地： 
片岩、片麻岩の新鮮

部を透水性の良い

風化部が覆ってい

る。 

中（ 100 ～ 1000
Ω・m）／低（100
Ω・m 以下）－

高  の 2 層構造

で、地下水の賦

存状況によって

比抵抗が低下す

る。風化層の厚

みは 20～50m と

変化している。 

一 部 の 地

区 で フ ッ

素 が 高 く

な る 可 能

性がある。

55m 丘陵地で過去に実

施されたデッザ地

区では 80％、ムジン

バ地区で 70％の実

績であった。本プロ

ジェクトでは、フッ

素の水質面のリス

クも考慮して、70％
とする。 

東部 平地： 
標高 400～450m、

極めて緩やかな起

伏で、ほとんど平坦

な地域である。 
基盤岩である片岩、

片麻岩の風化部に

崩落土が堆積、ある

いは河川湖沖積層

が形成され、透水性

の良い地層。 

風化層、河川沖

積 層 の 厚 さ は

Symon 、 Mlauli 
の低平地ではほ

ぼ 50m 以上であ

る。 

一 部 の 地

区 で フ ッ

素、塩分が

高 く な る

可 能 性 が

ある。 

50m 同じような平坦地

で実施されたリロ

ングウェ西地区で

片岩、片麻岩の高原

地域に対する成功

率 80％～90％の実

績をもとに、フッ素

及び塩分の水質面

からのリスクも考

慮して 80％と想定

する。 
 

⑥ 不成功井への対応 

掘削予定深度に至っても、揚水量もしくは水質が成功基準を得られない場合の対処は以下のと

おりとする。 

(a) 同村落内で水理地質条件を検討して代替地点を選定し、VHWC/WPC の了解の下、別地点

で再掘削を行う。 

(b) 同村落内での再掘削は 1 本まで、つまり、同村落内の掘削は 2 本を限度とする。 

(c) 不成功井戸に対する代替村落は、B ランクの対象村落から選定する（選定時の優先順位は

添付資料村落リストに示す）。 
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３-２-３ 基本設計図 

１．井戸構造図 

２．深井戸上部受水施設図 

 

図  ３-４ 井戸構造図 
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３-２-４ 施工計画／調達計画 

３-２-４-１ 施工方針／調達方針 

（１） 基本事項 

「マ」国及び日本の両国政府間で交換公文（Exchange of Notes）及び贈与契約（GA）が締結さ

れた後、「マ」国政府は日本法人のコンサルタントと施設設計、機材調達及び施工監理に係る契

約を締結し、これにより施設建設、調達機材に関する実施設計が開始される。実施設計完了後、

「マ」国政府代表者立会いのもとに入札が行われ、日本法人の請負業者が選定され、機材の調達、

施設建設を行うこととする。施設建設及び機材調達にあたっては、以下に示す施工方針に則り業

務遂行を図るものとする。 

(a) 本プロジェクトは、日本国の無償資金協力のシステムに従い、｢マ｣国の MoIWD 水資源局

が事業実施主体となり実施される。 

(b) 本プロジェクトは単年度案件として実施する。 

(c) 本計画対象地域での施工班は現地の気象および地形条件より、十分な品質管理を行うため

には４班による施工が最大と判断される。井戸掘削に使用する機材は、MoIWD が保有す

る我が国の無償資金協力で調達された機材及び民間業者保有機材のうち、効率性及び経済

性が有利な組み合わせを考慮して活用する。 

(d) 「マ」国側負担事項となる建設サイト及び機材保管場所を工事着手前に確保・整備してお

く。 

（２） 施工体制と工程計画 

(a) 全体工程 

全体施工は、以下の条件を検討した。 

 深井戸計画数（深度 50mｘ24 本、55mｘ95 本 計 119 本） 

 成功率：72％、全掘削数＝119 本／0.72＝165 本、不成功井：46 本 

 準備工（ベースキャンプ設営、民間業者選定等 2 ヶ月） 

 施工のサイクルタイム（図  ３-５参照） 

 雨期（12 月～3 月）の道路事情 

 CBM 活動との連携 

工事の全所用期間は、4班体制で、以下のとおりとなる。 
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表  ３-７ 工事全体の工事期間 

工種 期間 備考 
準備工 2 ヶ月  

成功井 23.8 ヶ月 4 日／1 井戸 ｘ 119 井戸 
＝ 476 日=23.8 ヶ月 

不成功井 8.0 ヶ月 3.5 日／1 井戸 ｘ 46 井戸 
＝ 161 日=8.0 ヶ月 

さく井工事 

計 7.9 ヶ月／1 班 上記合計＝31.8 ヶ月、 
31.8 ヶ月／4 班 

最後の掘削の給水施設工事及び、

ポンプ据付及び試運転 
0.5 ヶ月  

合計 10.4 ヶ月  
 

対象地域では、12月～3月が雨期であり、対象村落へのアクセス状況が悪いため、実質的な工事

可能期間は1年あたり8ヶ月である。準備工を雨期の最終月3月から先行させる、比較的アクセスが

可能な一部の村落でのポンプ取り付け、試運転等を雨期の始まりに実施することで、準備開始か

ら約10ヶ月で可能とした。 

削井/
孔内検層

揚水試験
①

移動

準備

削井/
孔内検層

②

ｹｰｼﾝｸﾞ

ｽｸﾘｰﾝ挿入

ｸﾞﾗﾍﾞﾙ③

0.5日 2.5日

④

洗浄

仕上ｹげ

１日

④
ｼｰﾘﾝｸﾞ

⑤

移動

準備
①

１日 ２日 ３日

掘削機１台の作業サイクル

⑥
上部受水施設

井戸１本当りの施工日数（10日）

 

図  ３-５ 施工のサイクルタイム 

(b) 施工体制 

図  ３-６に、施工体制を示す。現地事務所長のもと、事務･会計担当、さく井技師、揚水試験技師

及び給水施設技師がローカル側の技師とともに工事を管理する。 
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ムワンザ ネ　ノ

所　　長

事務管理者

主任技術者
（所長兼務）

主任技術者

土木技師 土木技師

ネノ地区にお
ける深井戸付
帯施設を担当

ムワンザ地区
における深井
戸付帯施設を
担当

ネノ地区にお
ける井戸建設
の管理

ムワンザ地区
における井戸
建設の管理

現地雇用
２名

現地雇用
２名

 

図  ３-６ 施工体制 

３-２-４-２ 施工上／調達上の留意事項 

（１） サイトのアクセシビリティー 

乾季における対象村落へのアクセスは問題ないが、雨期には道路状態が悪化するので、場所に

よってはアクセス困難となることが予想される。村落ごとにアクセシビリティーを十分検討の上、

工事工程を計画する必要がある。 

（２） 工事用仮設ヤード 

対象地域が約40kmｘ60kmにわたる地域であるが、山岳～丘陵地で道路事情が良くないため、各

県毎に資機材のストックヤード等の工事用仮設ヤードを計画する必要がある。 

（３） 品質管理 

対象地域周辺にはコンクリート試験を行える場所がないので、工事用仮設ヤードにコンクリー

ト試験室（スランプ試験、養生用水槽）を設置する必要がある。 

水質分析試は簡易型によって掘削工事時に確認するとともに、灌漑水資源開発省のリロングウ

ェ試験室もしくはブランタイアの水質試験室にて飲料水としての利用可能性を判断する。 

（４） 電気 

電気は、両県の県庁所在地及び幹線道路に沿った地域にしか供給されていない。また、慢性的

な電力不足から停電が多いため、工事用電力として利用するには不十分である。 

（５） 水道 

水道は両県の県庁所在地では上水道により給水されているが、その他の地域では、工事用水の

確保が困難である。よって、工事用水確保のための手段を講じる。 
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（６） 通信 

電話回線はムワンザ県、ネノ県の県庁所在地に接続しているのみである。携帯電話が利用可能

であるが、一部の村落では通信が困難となるため、事業実施のための連絡体制を整備するために

は、無線設備が不可欠である。また、緊急時の連絡体制を整備するために衛星電話を常備してお

く必要がある。 

（７） 日本人宿泊施設 

ムワンザ県の県庁所在地にはホテルが１軒および数軒のゲストハウスがある。また、ネノ県に

はゲストハウスが１軒あるのみである。これらのゲストハウスは日本人技術者の長期滞在に適し

た施設ではない。このため、日本人宿舎は工事用仮設ヤード内に宿泊施設を建設するか、または

ブランタイア市内の住宅を借り上げる必要がある。 

３-２-４-３ 施工区分／調達・据付区分 

本計画が我が国の無償資金協力により実施される場合、「マ」国側と日本側の施工区分／調達・

据付区分は以下に示すとおりである。 

また、プロジェクトの事業主体は「マ」国灌漑・水資源開発省であり、現地における事業実施

体制の最高責任者となり、本プロジェクトは遂行される。本プロジェクトが我が国無償資金協力

によって実施される場合、我が国の予算制度に則して実施されなければならない。このため事業

遂行上、各段階において必要となる事項についてそれぞれの部署が遅滞なく処置する必要がある。

その責任範囲は以下に示すとおりである。 

 

① 交換公文に基く GA の締結 

② 交換公文、GA に基づく日本法人コンサルタントとの契約 

③ 交換公文に基く日本法人業者との契約 

④ 上記契約者に対する契約金支払いのため、日本の外国為替取引銀行に対して A/P を契約締結

後直ちに開設する。 

⑤ 銀行間取り決めに従い、上記日本の銀行に対し手数料の支払い（A/P 開設後直ちに） 

⑥ 施工監理上必要となる事務所（ムワンザ県、ネノ県水開発局）の開設及び要員の配置 

⑦ 業務遂行上、「マ」国に入国する日本人コンサルタント及び日本法人業者日本人職員に対す

る入国許可及び長期滞在許可の発行及びその費用の支払い（必要に応じ速やかに） 

⑧ 日本法人コンサルタント及び日本法人業者の業者登録・技術者登録及びその費用の支払い（必

要に応じ速やかに） 

⑨ 施設建設に必要な土地の取得（契約締結後直ちに） 

⑩ 建設用アクセスの整備 

⑪ 施設建設及び資機材調達に係る免税措置 

⑫ 日本国または第三国から輸入される資機材の迅速な通関引渡し手続き及び通関費用の支払い 

⑬ 施設・機材の検査立会い（コンサルタントから要請があった場合直ちに） 

⑭ コンサルタント及び業者への支払いのための証明書の発行 

⑮ 施設引渡し後の村落への運営・維持管理指導、衛生教育及び必要な援助 
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３-２-４-４ 施工監理計画 

施工監理は詳細設計段階と施工監理段階の二つに分けられる。詳細設計段階における主な業務

は、基本設計により策定された施設建設及び機材調達に基き、以下のとおりである。 

 
① 詳細設計図の作成 

② 施設建設及び機材調達に係る仕様書の作成 

③ 入札図書の作成 

④ 入札予定金額の算出 

⑤ 入札業務の代行 

詳細設計時における現地調査の内容は以下に示すとおりである。 

① 井戸掘削地点の水理地質調査 

② 井戸掘削地点の電気探査 

③ CBM プログラム実施に関わる本省、両県政府機関、TA レベルまでの合意と計画策定 

④ 機材調達計画の確認 

⑤ 施工計画及び調達計画の確認 

⑥ 積算のための市場調査 

⑦ 基本設計段階における未確認事項の調査 

施工監理段階における業務は以下に示すとおりである。 

① 施工計画、施工図及び材料の検査及び承認 

② 「マ」国側分担事業の実施確認 

③ 工事進捗状況の監理 

④ 施設建設工事の監理 

⑤ 両国関係機関への工事進捗状況の報告 

⑥ 調達機材の納入進捗状況監理 

⑦ 同、引渡し前検査 

⑧ 竣工検査 

⑨ 支払い承認等、諸手続きの協力業務 

以上の業務に対応するため各段階において必要な技術者は次に示すとおりである。 

A. 詳細設計段階 

 主任技術者  1 名 総括 

 施設設計技師  1 名 給水施設設計 

 水理地質技師  1 名 深井戸掘削地点決定・井戸構造設計 

 電気探査技師  2 名 深井戸掘削地点決定 

 施工調達計画／積算 1 名 施工計画、調達計画及び積算 

 入札図書  1 名 入札図書作成 

B. 施工監理段階 

 主任技術者  1 名 着工時、竣工時 
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 施設設計  1 名 給水施設建設開始時、竣工時 

 水理地質  1 名 深井戸工事開始時 

 常駐監理  1 名 施設建設工事期間（機材引渡し兼務） 

C. ソフトコンポーネント段階 

 運営維持管理指導 1 名 維持管理組織／衛生教育 
 

３-２-４-５ 品質管理計画 

コンサルタントは、深井戸掘削工事に関連して請負業者に対して、以下の項目の分析、試験を

実施し、品質管理を実施する。 

深井戸工事 

♦ 揚水試験（段階揚水試験、連続揚水試験）：井戸毎 

♦ 水質試験（「マ」国暫定水質基準項目）：井戸毎 

♦ グラベルパッキング（粒度分析）：搬入毎 

深井戸付帯施設関連 

♦ コンクリート試験練（骨材粒度分析、圧縮強度試験）：配合毎 

♦ 現場打設（スランプ試験、圧縮強度）：水場 5 箇所に 1 回 

♦ 鉄筋：ミルシート：搬入毎 

ハンドポンプ 

♦ 概観検査：搬入毎 

♦ 試運転：設置毎 

３-２-４-６ 資機材調達計画 

セメント、レンガ、骨材、鉄筋などのその他建設用資機材については、コストダウンを図るた

めに極力現地調達とする。泥剤は、掘削工事に必要な消耗品であり、輸入品が流通しているため、

現地調達とする。 

ガソリン、軽油も輸入されているが、2009年に一時期品不足の状態となった。また、ネノ県に

はガソリンスタンドがないため、備蓄用のタンクを準備する。 

井戸ケーシング、スクリーン、ポンプ揚水管はPVCパイプを計画しているが、マラウイ国内の製

造業者から調達する。 

ハンドポンプは現地に販売代理店があり、将来のスペアパーツの調達等を考慮して現地調達と

する。 

運営維持管理用ピックアップトラックは、現地に代理店が複数あるため、その後の維持管理も

考慮し、現地調達とする。 

GPS機器は、現地で購入は困難であるため、日本を調達国とし、原産国は第3国を含める。 
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表  ３-８ 資機材の調達先 

No. 項目 「マ」国 第 3 国 日本 
１ ケーシング ○   
２ スクリーン ○   
３ セメント、鉄筋 ○   
４ ハンドポンプ ○ ○  
５ ピックアップトラック ○ ○  
６ GPS  ○ ○ 

 

３-２-４-７ 実施工程 

本プロジェクトは、下記のとおり単年度案件としてによって実施する。 

交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）調印後、MoIWDは日本国籍のコンサルタントと本計画の実

施設計に係わる契約を締結する。コンサルタントは契約後、現地調査を実施し、入札図書を作成

する。入札は、コンサルタントがMoIWDを支援して行い、落札業者決定後、日本国籍を有する建設

業者との契約交渉を経て業者契約が結ばれる。 

施工については、深井戸建設工事を開始する前に準備工事として両県でベースキャンプの設営

を行う。その後、業者の管理下で、現地井戸建設業者及び／もしくはMoIWDからの掘削機貸与によ

る直営工事で120本の井戸建設、加えて業者の直営工事で井戸付帯工の工事を行う。工事期間は約

８ヶ月である。ソフトコンポーネントは、工事開始時、工事終了時を予定し、実施期間は約３ヶ

月である。 

以上の計画にそって工程を検討した結果を表に示す。 

項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

実
施
設

計
・
入
札

監
理

施
工

ソ
フ
ト
コ
ン

ポ
ー

ネ
ン
ト

(現地調査）
(国内作業）

(入札図書承認）

(PQ、入札、契約）

(工事準備（ベースキャンプの設営等）

(深井戸建設工事（現地業者掘削機：119 本/4台）

全体準備、(CBM普及員の育成）

(住民組織形成、住民参加活動）

(運営維持管理の強化、衛生教育）

(作業実施のモニタリング、提言）

(CBM活動計画案、ﾏﾆｭｱﾙ案協議等）

 

図  ３-７ 業務実施工程 
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３-３ 相手国分担事業の概要 

プロジェクト実施に当たって、「マ」国政府が分担すべき事業は以下のとおりである。 

（１） 井戸掘削用地の準備 

最終的な深井戸建設の位置は、MoIWD担当者同行のもと、対象村落との協議及び電気探査の結果

を考慮して決定する。建設用地は、村落VHWC及びWPCのもと、住民により整地される予定である。 

（２） 工事用アクセス道路、井戸周りの柵、排水路の整備 

最終的な建設位置が良好な道路沿いの場合は問題ないが、道路から離れた場合は工事用のアク

セス道路が住民により整備される必要がある。また、井戸周りには家畜等の侵入を防ぐために簡

易な柵を建設するとともに、付帯工からの余分な水を排水するための排水路もしくは浸透升が必

要である。これらの施設も同様に住民により整備される。 

（３） 現場事務所、倉庫、ヤード用の用地準備 

ベースキャンプ用地として、工事中に必要な資材の仮設倉庫、セメント･骨材の仮置き場、燃料

タンクの設置、工事車両の保管に必要な用地が提供される必要がある。 

（４） 先方所有機材の貸与 

本プロジェクトでは、施工にあたる業者が要望する場合、先方MoIWDの所有する掘削機をプロジ

ェクト期間中、無償で貸し出すことが了解されている。その場合、機材はリロングウェ西計画で

調達されたものが最新である。 

調達年 2005 年 

プロジェクト リロングウェ西地区地下水開発 

機材内容 掘削機、トラック搭載型コンプレッサー、クレーン付トラック、その他の関連ツール 

（５） プロジェクト要員の確保と予算処置 

本プロジェクト実施においては、MoIWD水資源局からは、プロジェクト全体を担当する職員が選

任される。また、給水局からはCBMプログラム実施のためにCBMコーディネーターが選任される事

となる。これら担当者の選任は、詳細設計実施段階には必要となる。 

また、プロジェクトCBM活動に係わる人件費の予算化は執行者となる県との協議によるが、これ

ら職員の人件費（日当、交通費等含む）は、可能な限り施工開始前に予算化される必要がある。 

（６） 他のドナー、NGO、関連機関との連絡、調整 

MoIWDは、両県の給水プロジェクトに係わる他のドナー、NGO等とは、本計画との重複を避ける

ように調整する必要がある。また、UNICEFは現在ムワンザ県でWASHプロジェクトを実施しており、

本プロジェクトのCBMプログラム実施に当たっては、必要な協力体制を築くよう調整する。 
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３-４ プロジェクトの運営維持管理計画 

３-４-１ 給水施設の運営維持管理体制の現状 

３-４-１-１ 実施機関の支援体制 

1998年の地方分権化政策により、深井戸建設を含む社会資本整備は、県を中心に計画、実施、

維持管理される方針に転換された。この政策に従って、MoIWDは水供給局CBMコーディネーターか

ら地域水資源開発局のCBMコーディネーターを通じて各県の水開発局に対し、給水施設に関わる運

営維持管理に関する技術指導を行っている。 

県水開発局は県政府機関の中で給水衛生部門を担当しており、県全体の給水衛生に関する調整

機関として指導的な役割を持っている。給水施設の運営維持管理に関しては、水管理普及員（WMA）

や深井戸管理普及員（Technician）を通じてエリアメカニックの養成および水管理委員会の技術

指導等を実施している。 

実施機関の主な役割は下記の通りである。 

（１） MoIWD 

▪  給水プロジェクトの全体管理（財政支援を含む） 

▪  給水施設の運営維持管理に関する技術指導 

▪  地域水資源局及び県水資源局への技術支援 

（２） 地域水資源開発局 

▪  給水プロジェクトの進捗状況の把握 

▪  給水施設の運営維持管理に関する技術指導 

▪  県水開発局への技術支援 

（３） 県水開発局 

▪  給水プロジェクトの進捗状況の把握 

▪  村落衛生水管理委員会および水管理委員会への技術指導 

▪  関係政府機関（保健局、地域開発局等）との調整 

▪  給水施設の重大な故障への対応 

３-４-１-２ エリアメカニックの役割 

県水開発局は水管理委員会などの住民組織に対し、運営維持管理に関する技術指導を実施して

いるが、普及員の数がムワンザ県で2名、ネノ県で3名と限られているため、エリアメカニック（AM）

と呼ばれる地域担当のメカニックを養成している。ムワンザ県で11名、ネノ県で12名のAMがおり、

さらに数名のAMを養成する計画である。これらのAMは、水管理委員会との契約に基づいて、施設

の点検、修理サービスを提供している。このサービスは有料であるため、すべての水管理委員会

と契約を締結しているわけではないが、ムワンザ県では全体の62%の委員会がこのサービス契約を

締結している。契約のない村落でもＡＭにサービスを依頼することは可能であるが、年間契約と

同等の金額をその都度支払う必要がある。 
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３-４-１-３ 村落における運営維持管理体制 

県水開発局などの指導により、給水施設を運営維持管理するための住民組織として、大部分の

村には村落衛生・水管理委員会（VHWC）が設置されており、村落内に複数の給水ポイントがある

場合にはそれぞれのポイントにおいて水管理委員会（WPC）がVHWCの下部機関として設置されてい

る。VHWCは多少の例外はあるものの、原則として構成メンバーは10名で、男女5名ずつとなってい

る。メンバーの中から正・副委員長、書記、会計係、保守・点検係（ケアテーカー）などが任命

される。水管理委員会の構成メンバーも10名で、主な役割は水料金の徴収と施設の点検、補修で

ある。VHWC及びWPCの主な役割は以下のとおりである。 

1)  VHWC： 

▪  給水施設の維持管理（定期点検、簡易な修理） 

▪  水代の徴収 

▪  村内の給水施設の管理（給水施設が複数の場合） 

▪  水開発事務所（WDO）との連絡（重大な故障の場合の修理の要請、部品の依頼など） 

▪  衛生教育の実施要請（対保健局） 

2) WPC： 

▪  給水施設の維持管理（定期点検、簡易な修理） 

▪  水代の徴収 

▪  重大な故障の場合の修理の要請、部品の依頼など（対 VHWC） 

 

図  ３-８に、運営維持管理体制を示す。 
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支援

ムワンザ県、ネノ県　調整小委

員会（DCT)

●　計画･開発局

●　保健局

●　地域開発局、等

村落レベル
の維持管理
体制

実施機関による
支援体制

水管理委員会（ＷＰＣ）

・正・副委員長　各1名

・会計係　各1名

・保守・点検係（ハンドポンプ・ケ

アテーカー）2名

・書記　1名

ハンドポンプ・エリアメ

カニック

村落衛生水管理委員会

（ＶＨＷＣ）

 ・正・副委員長

 ・会計係

 ・書記ほか　計10名

灌漑・水資源開発省

MoIWD

水供給局CBMコーディネーター(1名）

南部地域水資源開発局事務所

CBMコーディネーター(1名)

水開発局（WDO）

ムワンザ県（局長・普及

員　3名->4名へ）

ネノ県（局長･普及員　4

名)
サポート

報告

報告

研修、重大

な故障修理

の要請

報告

技術指導

技術指導

研修、技術

支援

助言、部品

供給等

維持管理

サービス

契約、サー

ビス料支払

　　　普及員チーム（3班体制)

●　水開発局　各県3名

●　保健局　各県3名

●　地域開発局　各県3名

報告

研修、助言

報告

村落毎に１

委員会が設

置される

水源毎に１

委員会が設

置される

ムワンザ県　現在11名

　　　->　18名(計画中)

ネノ県　現在12名

　　-> 15名(計画中)

 

図  ３-８ 運営維持管理体制 
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３-４-２ プロジェクトの運営維持管理体制の整備 

３-４-２-１ 運営維持管理体制における現状と問題点 

対象地域における既存の給水施設では、大部分（約90%）の村落において村落衛生水管理委員会

（VHWC）が設立されており、役員（10名）の選定も行われている。また、村落内に複数の給水施

設がある場合には、各給水施設に村落水管理委員会（WPC）が設立され、施設の維持管理が行われ

ている。また、2-1-4で記述のように、ムワンザ県水開発局の記録では、水管理委員会では維持管

理費の平均は約2,350ｸﾜﾁｬ（約US$15）が準備されており、給水施設の保守点検と修理サービスを

提供するエリアメカニックとの契約にもとづいて、保守点検・修理サービスをうけている村落も

見られる。 

しかしながら、既存のハンドポンプがあるにも関わらず、村落衛生水管理委員会あるいは水管

理委員会が設置されていない村落が10%程度あること、また、軽微な故障、部品交換は村落の水管

理委員会のケアテーカーが住民の負担で実施することになっているが、必ずしもこの原則が守ら

れず、軽微な故障であってもエリアメカニックまたは県水資源開発局に修理を依頼するケースも

しばしば見られる。 

また、すべての村落で維持管理費が徴収されているというわけではなく、上述の金額について

もポンプに重大な故障が発生した場合、十分に対応できる金額とは言えない。 

本事業の対象村落では、多くの村落民が旧来型の水源である河川水、湧水、手掘り井戸を長年

利用している。この環境で、深井戸給水施設が建設されたとしても、安全な水に関わる衛生教育

が実施されない場合、深井戸に一度問題が発生すると、容易に旧来水源へと戻ってしまう可能性

が懸念される。 

３-４-２-２ 運営維持管理体制強化への活動 

両県の水開発局では上記の問題を解決すべくCBMプログラムの推進に取り組んではいるものの、

上記の問題点の多くは、村落の衛生水管理委員会や水委員会メンバーへの具体的な教育や訓練が

不足、住民への啓発活動がまだ不十分でオーナー意識が不足する事が原因と考えられる。このこ

とから、両県の水開発委員会からの支援を更に強化する必要があるが、この活動を最前線で実施

する普及員の数が不足しており、また、普及員に対するトレーニングの機会が少ない状況である。

普及員に対するトレーニングは特にネノ県において不足しており、早急な対応が必要と思われる。 

また、プロジェクトによって新規の給水施設が建設された場合には、エリアメカニック（AM）

の数が不足することとなる。ただし、エリアメカニックについては、ムワンザ県においてUNICEF

のWASHプロジェクトでエリアメカニック（AM）の育成計画が実施中であり、現在の11名が18名に

増加、ネノ県水開発局でもAMの養成計画があり、現在の12名が14～15名となる予定である。これ

により、AMの要員不足については水開発局で対応が可能と思われる。 

以上から、本プロジェクトでは、村落レベルの運営維持管理強化を支援する両県水開発局の普

及員の教育・訓練を軸にソフトコンポーネントによる技術支援を行うこととし、普及活動に係わ

る講習会等を実施した後、以下のCBM活動を通して実地の訓練を図りながら、対象地域の給水施設

の運営維持管理が住民主体によって持続的に実施されることを目指す。 
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VHWCがまだ設立されていない村落において、早急に委員会を設立する新規の給水施設において

はできるだけ早い時期に水管理委員会（WPC）を設立する。 

水管理委員会の組織強化（維持管理費徴収の実務、修理担当（ケアテーカー）の訓練）、給水

施設の有効な利用を図るため、衛生意識の向上を目指した衛生教育を研修項目に加える。 

３-４-２-３ 機材の運営管理 

運営維持管理用車両及びGPS装置は、灌漑･水資源開発省の出先事務所であるムワンザ県及びネ

ノ県水開発局の所属となり、管理責任を持つこととなる。両県水開発局の給水関連予算は中央政

府からの地方交付金のうち、灌漑・水資源開発省関連の予算である事から、これら機材に必要な

燃料費、維持管理費については灌漑･水資源開発省と両県で十分に調整が行われ、確保される必要

がある。 

３-５ ソフトコンポーネント計画 

３-５-１ ソフトコンポーネントを計画する背景 

第4章運営維持管理計画で述べた体制のもと、プロジェクトで建設される深井戸給水施設が利用

者によって効率的かつ持続的に利用されるような体制を整備するために、CBMプログラムが実施さ

れる。CBMプログラムは、県およびTAレベルでの関係者との十分な事前協議を行い、住民がプロジ

ェクト開始段階から参加することによって、給水施設に対する意識を高めるとともに、その上で

給水施設の運営維持管理とその技術普及を担当する県普及員の技術能力の向上、住民組織役員

（Committee members）の能力向上研修、ならびに一般水利用者のための衛生教育を実施すること

になっている。 

準備調査を通して対象地区での水利用および維持管理、CBMプログラムについて以下のような課

題が明らかとなった。なお、「マ」国政府は、県の給水施設維持管理体制整備を進めているもの

の、実態として、ドナーが実施する給水施設建設案件においては、CBMプログラムもドナーが実施

するケースが多い。 

① 県レベルの普及員の増員及び他部局からの支援による普及員チームの体制確立 

② 維持管理普及員の教育 

③ VHWC 未設置村落の解消、新規 WPC の設立推進 

④ VHWV／WPC メンバーの研修･教育による組織強化 

⑤ 住民への衛生教育 
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準備調査の過程で、維持管理及び維持管理体制の整備は「マ」国側負担事項であることを再三

説明したものの、①予算や体制の不足により、現実として「マ」国側だけに負担させると、CBM

プログラムの実施までに時間がかかり、維持管理が適切に実施されない可能性があること、②両

県にとって、これだけの給水施設が短期間に建設されるのは初めてであり、両県のCBMプログラム

の実施経験だけでは間に合わず、日本側の協力により効率的に実施する必要があること、から、

本プロジェクトにおいて、円滑な立ち上がりと成果の持続性確保のためソフトコンポーネントを

実施する必要性があると考える。 

３-５-２ 計画の内容 

３-５-２-１ 目標 

本プロジェクトにおけるソフトコンポーネントの目標は、「円滑な立ち上がりと成果の持続性

のため、CBMプログラム及び村落の実態に基づいた住民主体の自立的維持管理体制が確立され、本

プロジェクトにおいて建設された給水施設が住民によって運営・維持管理される」とする。 

３-５-２-２ 活動 

（１） 普及員の育成 

各県には住民による自主的な給水事業の運営維持管理体制を整備するため、給水事業に関わる

普及活動チームが編成され、活動しているが、その要員数は限られており、活動員の増強が必要

である。特に水開発局の普及員はムワンザ県で2名、ネノ県で3名のみである。両県ともに、普及

員チーム3班の体制を整える事とする。このため、本プロジェクト実施に際して、ムワンザ県で普

及員1名の増強が必要である。同時に県内の他部局（保健局、地域開発局）からそれぞれ3名支援

受ける。 

これら普及員に対する研修は現地で雇用するローカル・コンサルタントが企画・運営し、講師

はMoIWDのCBMコーディネーターが勤める。MoIWDではすでにいくつかの類似案件においてCBM活動

を実施しており、研修用のテキストも用意されている。 

（２） 住民組織設立支援 

関係機関との合意形成および普及員の研修の後、各TAにおいて集会を開催し、本給水プロジェ

クトにおけるCBM活動について説明を行い、関係者間の合意形成を図る。この集会は県水開発局の

担当官が主宰し、保健衛生普及員（HSA）と地域開発普及員（CDA）が補足説明を行う。住民側の

参加予定者は、各TAのチーフ、集合村落長、村長、村落開発委員会役員、住民代表などである。 

前節（ ３-４-１ 村落における運営維持管理体制）でも述べたとおり、ハンドポンプがあるにも

関わらず、村落衛生水管理委員会あるいは水管理委員会が設置されていない村落が10%程度あるこ

と、また、新規に給水施設を建設する場合には、新たに水管理委員会（WPC）を設立する必要があ

ることから、このような住民組織を設立するための支援活動を実施する。 

対象村落の村長、村落開発委員会メンバー及び一般住民を含めた住民集会を開催し、住民組織

設立の目的・役割を説明し、役員の選定を行う。委員会メンバーの基本的な人数は以下のとおり

とする。 
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正･副委員長： 各 1 名 

会計係： 1 名 

保守点検係り（ケアテーカー）： 2 名 

書記： 1 名 

その他： 4 名 

（３） 運営維持管理体制の強化 

村落レベルにおける給水施設の運営維持管理体制を強化するため、住民組織役員に対する研修

を実施する。研修においては、各県の水開発事業普及員チーム（水開発局、保健局、地域開発局）

も参加し、各自の専門分野について担当する。主な研修項目は次のとおりである。 

新規に設立された住民組織役員への初期研修（委員会役員幹部へのリーダーシップ研修、会計

係への財務管理研修、保守・点検係への技術研修など） 

既存のVHWC幹部役員のための財務管理研修（水代の設定方法、水代徴収方法・管理方法、帳簿

管理方法等） 

既存のWPC保守・点検係のための技術研修（定期点検・修理方法等） 

（４） 衛生教育 

本計画では、清潔・安全かつ量的に安定した飲料水の供給により、住民の保健衛生環境を改善

することを目的としている。本計画によって整備される給水施設が住民の保健衛生の改善により

効果的に貢献するためには、その利用の仕方にも留意する必要がある。例えば、給水施設周辺を

衛生的な状態に保つこと、水汲みに用いる容器をきれいに保つこと、汲んできた水の管理（貯蔵）

方法、非衛生な水がいかに健康に悪影響を及ぼすかの理解などを促進することによって、より給

水施設が効果的に住民の保健衛生の改善に用いられるようになる。 

衛生教育は、現在ムワンザ県で実施中のUNICEF案件においても保健局職員（HSA）を中心に実施

されており、現行の保健衛生教育教材をそのまま利用することが可能である。衛生教育は給水事

業の施工前から開始し、保健衛生への住民の意識を高めることが重要である。 

３-５-２-３ ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの具体的な活動内容と成果は以下の通りである。 

成果１：CBMプログラムに基づいた住民主体の自立的維持管理体制が確立され、 

住民によって給水施設が持続的に運営・維持管理される。 

成果２：実施機関の維持管理指導・サービスが向上する。 

成果３：住民の衛生意識が向上する。 
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３-５-２-４ 成果達成度の確認方法 

実施する指導や研修に対する最終目標を設定し、カウンターパートにその実施内容や趣旨を十

分に理解させ、各対象者の意欲を引き出すように指導する。技術移転の進捗と理解の確認は指導

担当者がチェックシート、理解度テスト等に基づき評価する。チェックシートは指導担当者が準

備段階で作成し、指導開始の段階でその内容をカウンターパートに説明し、理解させる。 

研修項目（案）とテスト項目（案）の例を表  ３-９に示す。 

表  ３-９ 研修項目とテスト項目 

研修項目（案） テスト項目（案） 
1．組織管理 
1-1 組織形成の手続き 
1-2 リーダーシップ 
1-3 問題解決法 
2．保守点検および修理技術 
2-1 給水施設の村落主体による維持管理に

ついての背景、内容 
2-2 Afridev ポンプの構造、機能 
2-3 Afridev ポンプの日常保守点検、修理実技

2-4 維持管理費の管理（算定法、徴収法等）

3．衛生教育 
3-1 衛生の基礎知識  
3-2 水汚染の原因と防止法  
3-3 給水施設の衛生管理（衛生保護） 

 
研修実施後に受講者に対し研修項目ごとに理

解度を聞き取る 
理解度テストの概要は下記の通り 
各研修項目に対する理解度を聞き取る（よく理

解できた、かなり理解できた、あまり理解でき

なかった） 
あまり理解できなかった項目についてその理

由をくわしく聞き取る。 
 

 

３-５-２-５ ソフトコンポーネントの活動(投入計画) 

ソフトコンポーネントの活動は、表  ３-１０に示すように詳細設計時、建設工事開始前～工事

中、工事終了時に実施する。 

まず、表  ３-１０の項目1-1及び1-2、1-3のとおり、関係者に対し、本プロジェクト及び本ソフ

トコンポーネントの趣旨を説明する。その後、項目2-1及び2-2のとおり維持管理普及員へ研修を

行った後に、項目1-4-1及び1-4-2のとおりまずは4村落におけるVHWC及び10村落におけるWPCに対

しOJTも兼ねて設立、支援を行う。それ以外の6村落のVHWC及び110村落のWPCは、両県の普及チー

ムが継続して活動を続けて組織を設立する。 

また、項目2-3のとおり、VHWC及びWPC役員を対象とする組織強化の教育・訓練支援は3村落合同

で6か所（計18村落）で実施し、全村落民を対象とする衛生教育は10村落でOJTを兼ねた実施支援

を行い、残る対象村落は県普及員チームが継続して研修・啓発プログラムを実施する。 

プロジェクト後半に実施する項目1-5のモニタリングは、プロジェクト前半で建設され、給水施

設が運用されている村落から20箇所を選定し、県普及員チームからの研修や支援の状況、VHWC及

びWPCの活動状況を確認・評価し、将来活動への提言を行う。 

上述の成果を達成するための活動およびその実施時期を下表に示す。 
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表  ３-１０ 活動（投入計画、マラウイ側実施含む） 

活動主体 項目 
対象者 

必要 
期間 

活動内容 実施時期 成果品 

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

1-1 CBM コ

ーディネー

ターとの協

議及び研修

マニュアル

の作成 

本省、地域 CBM コーデ

ィネーター 

5 日間 ・ソフトコンポーネント計

画の概要説明 
・普及員研修用マニュアル

及びツールの作成 
・給水施設委員会役員の研

修用マニュアル及びツール

の作成 

詳細設計時 ソフトコンポーネ

ント計画（案） 
マニュアル･ツール

（案） 
モニタリング･評価

フォーム（案） 

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
本省、地域 CBM コーデ

ィネーター 

1-2 県関係

者に対する

説明会 

両県調整委員会 

2 日間（2 県合

同） 
・プロジェクト説明 
・参加、協力の意思確認 
・VHWC、WPC 設立の設立

要請 

詳細設計時 
活動 1-1 終

了後 

説明報告書 

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
地域CBMコーディネー

ター 

1-3  TA 関

係者に対す

る説明会 

TAチーフ、集合村村落、

村長、住民組織代表 

7 日間（7TA
x1 日） 

・プロジェクト説明 
・住民参加工事への協力要

請（アクセス道路建設等）

・VHWC、WPC 設立の設立

支援の要請 

詳細設計時 
活動 1-2 終

了後 

説明報告書 
説明用資料 

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
県維持管理普及員 

1-4-1 
VHWC の設

立支援 
村長、住民 

8 日間（4 村落

x 2 日） 
・プロジェクト説明 
・住民参加工事への協力要

請 
・VHWC 設立の手続き説明

・役員の選出 

詳細設計時 
活動 1-3 終

了後。 
 

VHWC リスト 
VHWC 設立記録 

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
県維持管理普及員 

1-4-2  WPC
の設立支援 
 

村長、VHWC 関係者、

対象地の住民 

10 日間（10 村

落 x 1 日間）

・プロジェクト説明 
・住民参加工事への協力要

請 
・WPC 設立の手続き説明

・役員の選出 

工 事 開 始

前、工事中 
 

WPC リスト 
WPC 設立記録 

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
県維持管理普及員 

1-5 モニタ

リングによ

る活動の評

価 WPC 代表者、ケアテー

カー 

20 日間（2 県

x 10 村落ｘ１

日間） 

・モニタリング 
・モニタリング評価 
 

工事終了、

運用開始約

3 ヶ月後 

モニタリング結果

評価及び提案 
 

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
地域CBMコーディネー

ター 

2-1 県維持

管理普及員

の研修 

県維持管理普及員 

2 日間（2 県合

同 x 2 日間）

・組織管理（組織形成） 詳細設計時

活動 1-1 終

了後 

研修記録 
研修用マニュアル

研修用ツール 

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
地域CBMコーディネー

ター 

2-2 県維持

管理普及員

の研修 

県維持管理普及員 

4 日間（2 県合

同 x 4 日間）

・組織管理 
・衛生教育 
・保守点検・修理技術 

工事前 
 

研修記録 
研修用マニュアル

研修用ツール 

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
県維持管理普及員 

2-3  VHWC
及び WPC 役

員に対する

研修 VHWC及びWPC 委員

長、書記、会計、保守

点検係 

18 日間（3 村

落合同 x 3 日

間 x 6 か所）

・組織管理（組織形成） 
・保守点検・修理技術 
・財務管理 
・流域管理、衛生教育 

工 事 終 了

時、運用開

始前 
活動 1-4 終

了後。 
 

研修記録 
研修用マニュアル

研修用ツール 

邦人ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
県維持管理普及員 

3 衛生教育

（全村落民

対象） 
全住民 

10 日間（2 県

ｘ5 村落 x 1
日間） 

・衛生の基礎知識 
・水汚染の原因と防止法 
・給水施設の衛生保護方法

・水因性疾病と予防法 

工事中、工

事終了時 
活動 1-3 終

了後。 
 

衛生教育用マニュ

アル、 
教育用ツール 
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３-５-２-６ 実施リソースの調達方法 

ソフトコンポーネントは、MoIWDのCBMコーディネーター（本省及び南部州水資源開発局）の協

力を得ながら、本邦コンサルタントと現地コンサルタントによって実施する。現地コンサルタン

トは、類似案件の経験を有する候補者を面接によって資格・経歴などを個別に審査し、適当と思

われるコンサルタントを邦人コンサルタントが現地にて雇用する。 

MoIWDのCBMコーディネーター及び各県の普及活動員（WMAなど）はいくつかの給水プロジェクト

においてCBM活動を実施した経験を有しているため、これらの有経験者を有効に活用して活動を推

進する。ムワンザ県とネノ県では県水資源開発局の普及員（WMA）のほかに、保健局及び地域開発

局からも過去に類似案件で経験を有する普及員のリストを提示されており、これらの普及員を各

県３班に編成して活動を計画する。 

３-５-２-７ ソフトコンポーネントの実施工程 

ソフトコンポーネント活動の実施工程を図  ３-９に示す。 

 

1
CBMコーディネーターとの協議及び研修マニュアル(案)

の作成

2 県・TA関係者に対する説明会

3 普及員の研修(組織形成)

4 VHWCの設立支援

5
国内準備：情報収集等事前準備

6

普及員の育成
※ムワンザ県、ネノ県普及員への研修

7

住民組織形成・住民参加活動

8

運営維持管理体制の強化

9

衛生教育

10

作業実施内容の検証

11

モニタリング、評価

12
報告書作成、提言、報告

1．村落運営維持管理

2．ローカルコンサルタント

活
動
人
員

ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー

ネ
ン
ト

詳細設計時

活動項目 1

工事開始前～工事中 工事後
活動時期

活
動

32 4

 

図  ３-９ ソフトコンポーネント活動の実施工程 
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３-５-２-８ ソフトコンポーネントの成果品 

活動の主要な成果品は以下のとおりである。 

ソフトコンポーネント完了報告書 

維持管理普及員用研修用マニュアル（組織管理、保守点検･修理技術、衛生教育） 

VHWC、WPC 用研修用マニュアル（組織管理、保守点検･修理技術、衛生教育） 

VHWC、WPC 設立リスト 

３-５-２-９ ソフトコンポーネントの概算事業費 

活動計画に示した日本側負担事項の概算事業費は約 13,852千円と見積もられる。 

３-５-２-１０ 相手国実施機関の責務 

ソフトコンポーネント活動に必要な負担について、「マ」国側と日本側のそれぞれの負担事項

を表  ３-１１に示す。 

表  ３-１１ ソフトコンポーネント活動に必要な負担事項 

活動 日本側負担事項 マラウイ側負担事項 
１－１ 研修マニュアルの作成 ・ 邦人コンサルタントおよび現地

コンサルタントの人件費 
・ 資料作成費 

・ CBM コーディネーター

日当 

１－２ 県関係者に対する説明会 ・ 邦人コンサルタントおよび現地

コンサルタントの人件費 
・ 車輛費 

・ 県政府関係者日当 

１－３ TA 関係者に対する説明会 ・ 邦人コンサルタントおよび現地

コンサルタントの人件費 
・ 車輛費 

・ CBM コーディネーター

および普及員の日当 
・ 車輛費 

１－４ 村落レベルにおける運営維

持管理体制の強化 
・ VHWC 未設置の村落にお

ける VHWC の設立支援 
・ WPC の設立支援 
・ VHWC および WPC 役員に

対する研修 

・ 邦人コンサルタントおよび現地

コンサルタントの人件費 
・ 車輛費 

・ 普及員の日当 
・ 車輛費 

２－１ CBM コーディネーターに

よる普及員の研修 
・ 邦人コンサルタントおよび現地

コンサルタントの人件費 
・ 車輛費 
・ 資料複写費 
・ 筆記用具・メモ帳 

・ CBM コーディネーター

および普及員の日当 
・ 車輛費 

２－２ 普及員による村落の巡回

（研修およびモニタリン

グ） 

・ 邦人コンサルタントおよび現地

コンサルタントの人件費 
・ 車輛費 
・ 資料複写費 
・ 筆記用具・メモ帳 

・ 普及員の日当 
・ 車輛費 

３－１ 対象村落における衛生教育 ・ 邦人コンサルタントおよび現地

コンサルトの人件費 
・ 車輛費 
・ 資料複写費 

・ 普及員の日当 
・ 車輛費 
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３-６ プロジェクトの概略事業費 

３-６-１ 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は4.58億万円となり、先に述べた日本

と｢マ｣国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（３）に示す積算条件によれば、次のと

おりと見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

（１） 日本側負担 

概略総事業費  約 433 百万円 

深井戸給水施設 120 箇所 

費目 概略事業費（百万円） 

施設費 

井戸建設工事 
揚水試験 
水質分析 
ハンドポンプ設置工事 
深井戸付帯施設工事 

332 

機材費 運営維持管理用車両 
GPS 装置 

6 

338 

実施設計・施工/調達管理・技術指導費 95 
 

（２） 「マ」国負担経費 

総計 約 4,196 万 MK（約 25 百万円） 

①ベースキャンプ用地の整備  82 万 MK（約百万円） 

②井戸建設サイトへの伐採、整地  2,453 万 MK（約 15 百万円） 

③井戸建設サイトへのアクセス  682 万 MK（約 4 百万円） 

④防護用柵工事   979 万 MK（約 5 百万円） 

（３） 積算条件 

 １）積算時点  平成 22 年 6 月 

 ２）為替交換レート 1US$＝￥91.51 

   1MK＝￥0.60 

 ４）施工･調達期間 ：詳細設計、工事、機材調達の期間は施工工程に示したとおり。 

 ５）その他 ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行う事とする。 

３-６-２ 運営維持管理費 

本プロジェクトに関連するMoIWDが負担する給水施設の維持管理費は、WPCへの支援に関わる

人件費及び活動費である（表  ３-１２参照）。また、本プロジェクトCBMプログラム実施に係わ

る普及員の日当等の経費を表  ３-１３に示す。 
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表  ３-１２ 水開発局運営維持管理費用(ムワンザ県及びネノ県) 

No. 項目 単位 単価

（MK）
数量 金額

（MK）
備考 

1 給与 月 20,000 12 240,000 ムワンザ普及

員 1 名増員分 
2 日当 日 1,500 40 60,000 年間 40 日想定 
4 車両、燃料費 km 30 2000 60,000 50km ｘ40 日 

5 車両維持管理費 式 450,000

US$30,000 ｘ

5％ 
ｘ MK150 ｘ 2
台 

 合計  810,000  
＊車両の運用を 120 村落年、40 日間とした 

表  ３-１３ CBM プログラム実施に係わる経費(両県) 

No. 項目 人

数 箇所 単価 日数
金額

（MK）
備考 

1 地域CBMコーディネーター 1 5 5000 1 25,000  

2 水資源開発普及員日当 2 119 1500 1 357,000 119 村落/3＝
40 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

3 水資源開発普及員日当 2 40 1500 2 240,000  

4 保健局普及員日当 2 40 1500 2 240,000  

5 地域開発普及員日当 2 40 1500 1 120,000  

6 車両燃料費  494,450

50kmｘ（40 ｸﾞ

ﾙｰﾌﾟｘ5 日＋

119 村落ｘ1
日） 

 合計  1,476,450 9843 

 

深井戸給水施設の運営維持管理費にかかる村落の負担費用は、表  ３-１４のとおりである。 

表  ３-１４ 村落の運営維持管理費 

No. 項目 年間あたりの費用 年間費用
（ｸﾜﾁｬ）

1 戸当たり月額
（50 戸として）

1 WPC 役員及び実務担当
者費用 

基本的に役員等は村落民が交
替制で行う。 

0 0

2 スペアパーツ購入費 ハンドポンプ購入価格の 5％、
USD761ｘ0.05 

5,708 9.51

3 エリアメカニック契約
費 

年間契約 400 0.66

4 ポンプ修理 ハンドポンプ購入価格の 5％、
US$761ｘ0.05 

5,708 9.51

5 
更新積み立て費 更新期間を 15 年とする。ポン

プは運搬、設置費用のため、購
入価格の 20%増し。 

9,132 15.22

 合計  20,948 34.90
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負担額のうち、井戸建設サイトやアクセス等の整備は村落側の役務提供でほとんどが実施可能

な工事でありベースキャンプ用地の整備費用（750千MK）は灌漑・水資源開発省の2009/2010年開

発予算の0.09%、運営維持管理に関わる費用（2,514千MK）は経常予算中、経常費の約1.2％に該当

し、負担可能な金額である。 

一方、今後も地方分権化政策で地方への予算の移行が進められようとしているため、予算の確

保について、灌漑･水資源開発省は両県と十分に調整をする必要がある。 

村落レベルの運営維持管理費は、50戸レベルの水管理委員会で1戸当たりの月払い費用は約MK35

となった。これは、社会状況調査による支払い意思（WTP）の結果がMK60-70である事から十分に

対応できる金額と判断される。 

３-７ 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

本プロジェクトの効果が発現し、両県における村落給水事業が更に前進するためには、以下の

取り組みが必要である。 

（１） 協力対象事業実施後、本プロジェクトで建設された給水施設は両県の水開発局の支援のも

と、村落水衛生委員会及び水源ごとに設立される給水施設委員会によって運営される。本

協力事業のソフトコンポーネントで維持管理普及員へ訓練や維持管理組織の形成･組織強

化等への支援がなされるものの、これらの住民活動が将来的に継続して行われるためには、

両県の水開発局からの適切な支援が必要となる。このためには、両県水開発局における活

動を十分に保証する人、輸送、補給に係わるロジスティック予算が十分に確保されねばな

らない。 

（２） CBM プログラムの目標は、各給水施設委員会が保有する井戸のハンドポンプが住民自身に

よる水料金支払いにより、日常的な保守点検･修理が行われる事であり、また、可能な村

落では 10 年～15 年に 1 度のハンドポンプ更新も独自に実施していくことである。 

本プロジェクトでは、ハンドポンプ用ロッドにステンレス製を使用することから、調査中

に見られた従来型の鋼製ロッドに比べると長期利用が期待できるが、両県水委員会は村落

給水委員会に対して技術的なアドバイスに加えて運営資金に係わるアドバイスも積極的

に行わねばならない。 

（３） ポンプスペアパーツの調達 

本プロジェクトで建設されるハンドポンプのスペアパーツは、両県内の流通センターにて

購入が可能であるが、多くは県庁所在地に位置するため、離れた村落では、購入・運送が

困難なケースが想定される。基本的には両県の水開発局が運営管理用車両を利用して協力

する事となるが、県組織の他の部局でも車両を有しており、村落への様々な活動を実施し

ていることから、県組織でこのような問題を十分調整し、効率的に維持管理用部品の調達

支援が可能な体制を作ることが肝要である。 

（４） WASH プロジェクトとの連携 

本プロジェクトでは、対象地域で給水人口が増加し、安全な水が持続的に供給されること

によって、住民の生活環境が改善されることが上位目標として掲げられている。現在、ム
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ワンザ県では UNICEF が WASH プロジェクトを実施中であり、給水事業に加えて、衛生

施設の改善、衛生教育への取り組みが行われているため、本プロジェクトでは、UNICEF

との情報交換、マニュアルの有効活用等を通じて連携を図ることでより効率的な実施を目

指す。 
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第４章 プロジェクトの評価 

４-１ プロジェクトの前提条件 

４-１-１ 事業実施のための前提条件 

本プロジェクト協力対象の村落では、多くの村落民は在来水源である河川水、湧水、手掘り井

戸等を利用せざるを得ず、水質の安全性、乾期水量の不安定という問題をかかえている。本事業

は、120集落での深井戸給水施設の建設を実施するものであり、合わせて運営･維持管理用車両及

びモニタリング用GPS機器の調達、ソフトコンポーネントによる普及員の教育・訓練、住民組織形

成・組織強化、衛生教育への技術的支援が実施される。 

本事業実施のための前提条件は、以下のとおりである。 

1) 井戸掘削用地の準備 

2) 工事用アクセス道路、井戸周りの柵、排水路の整備 

3) 現場事務所、倉庫、ヤード用の用地準備 

4) 先方所有機材の貸与（施工にあたる業者が要望する場合） 

5) プロジェクト要員の確保と予算処置 

MoIWD 水資源局：プロジェクト全体を担当する職員 

MoIWD 給水局：CBM コーディネーター 

ムワンザ県、ネノ県：運営維持管理普及員（各県 3 班の体制） 

４-１-２ プロジェクト全体計画達成のための前提条件･外部条件 

プロジェクト全体計画達成のために前提条件及び外部条件は、以下のとおりである。 

前提条件 

ムワンザ県及びネノ県水開発局における活動を保証する人、輸送、補給に係わるロジスティッ

ク予算が確保され、対象集落の村落水衛生委員会/給水施設委員会に対する継続的支援が行われる。 

外部条件 

1) 物価高騰が起こらず、資機材が安定的に調達できる。 

2) 「マ」国政府の関連政策が大きく変更されない。 

3) 気象条件により、道路事情が急激に悪化しない。 
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４-２ プロジェクトの評価 

４-２-１ 妥当性 

本プロジェクトの対象は、｢マ｣国南部のムワンザ県、ネノ県における農村住民であり、計画の

2015年における直接的な受益対象人口は約28,700人であり、両県人口の約12％に相当する。 

本プロジェクトの対象地域では、小河川、湧水、手掘り井戸等が主要な水源として利用されて

おり、これらの在来水源はほぼ未処理で飲料水として利用されている。結果として水因性疾病の

割合も高く、2009年末にモザンビーク国境沿いで腸チフスが発生して多くの死者を出すなど、水

源の安全性は大きな問題となっており、両県の給水サービスの改善は急務とされている。 

本プロジェクトで建設されるハンドポンプ付の深井戸給水施設は、水源毎に設置される給水施

設委員会によって維持管理が行われる。修理･更新には1戸当たりの1ヶ月当たり水料金約は約MK35

が算定されるが、社会状況調査結果では1戸1ヶ月あたりMK50～60の支払い可能額が想定されてお

り、運営維持管理は十分なものと考えられる。 

｢マ｣国における地方給水事業の上位計画は、2005年に策定された｢マ｣国国家開発計画

（2006-2011年）及び国家水政策であり、給水状況改善の目標を、家屋から500m以内で安全な水へ

アクセスできる人口の割合を2011年までに80%、2015年に85％、2025年までに100%としており、本

プロジェクトは、地方給水率の向上により、これらの上位計画に資するものである。 

本プロジェクトの環境社会配慮のカテゴリ分類はC（環境・社会への望ましくない影響はほとん

どないと考えられる）であり、大規模な影響はないと考えられる。 

 

４-２-２ 有効性 

（１） 定量的効果 
 

指標名 基準年（2010 年） 目標値（2015） 
対象地域（ムワンザ県、ネノ県）

における給水人口 
80,087 人 108,787 人（28,700 人増） 

対象地域における給水率 41.6％ 47.3％ 

上記目標値を把握するための指標は、本プロジェクトで各深井戸給水施設毎に設置される水管

理委員会の維持管理モニタリングを通じて確認される給水人口である。 

（２） 定性的効果 

① 本プロジェクトにより、対象地域において、下痢、赤痢等の水因性疾病の減少が期待される。 

② 本プロジェクトにより、対象地域において、水汲み労働が軽減される。なお、裨益人口のう

ち、女性人口は約 14,950 人、14 歳以下の子供は約 13,500 人と想定され、現状では約 2.0 時

間/日の水汲み労働が減少することが考えられる 

③ 給水施設を運営維持管理する給水施設委員会が 120 箇所設置され、ソフトコンポーネント実

施により、深井戸給水施設の運営維持管理体制が 120 箇所で整う。 



 ４-３

以上の内容により、本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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添付資料１．調査団員氏名 

(1) 概略設計調査時 

No. 氏名 分野 所属 

1) 星野 明彦 総括 JICA マラウイ事務所次長 

2) 白石 真之 技術参与 JICA 専門家(水資源) 

3) 小島 岳晴 計画管理 JICA 地球環境部水資源第２課 

4) 山口 雅弘 業務主任 /地下水開発
計画 株式会社建設技研インターナショナル 

5) 黄川田 梓 水理地質 株式会社建設技研インターナショナル
(補強) 

6) 斎藤 光義 物理探査 株式会社建設技研インターナショナル
(補強) 

7) 厚地 学 掘削計画/機材計画(1) 株式会社建設技研インターナショナル
(補強) 

8) 升村 章司 社会状況調査 
/運営維持管理計画 

株式会社建設技研インターナショナル
(補強) 

9) 松永 伸一 機材計画(2)/調達･施工
計画/ 株式会社建設技研インターナショナル 

10) 根上 ﾀﾞﾆｴﾙ 業務調整（自社負担） 株式会社建設技研インターナショナル 

 
(2) 概略設計概要説明調査時 

No. 氏名 分野 所属 

1) 小渕 伸司 総括 JICA マラウイ事務所長 

2) 小島 岳晴 計画管理 JICA 地球環境部水資源第２課 

3) 山口 雅弘 業務主任 /地下水開発
計画 株式会社建設技研インターナショナル 

4) 升村 章司 社会状況調査 
/運営維持管理計画 

株式会社建設技研インターナショナル
(補強) 
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添付資料２．調査工程 

(1) 概略設計調査時 

No. 月日 曜日 総括 技術参与 計画管理
業務主任/地

下水開発
水理地質

社会状況調
査/運営維持

管理計画

機材計画(2)
/調達・施工
計画/積算

業務調整
掘削計画/機

材計画(1)
物理探査

星野明彦 白石真之 小島岳晴 山口雅弘 黄川田梓 升村章司 松永伸一 根上ﾀﾞﾆｴﾙ 厚地学 斉藤光義

1 4月4日 日 － －

2 4月5日 月 － －
ケニア→ﾘﾛﾝ
ｸﾞｳｪ到着

3 4月6日 火

4 4月7日 水

5 4月8日 木

6 4月9日 金
7 4月10日 土
8 4月11日 日 成田発→香

9 4月12日 月
→ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ到
着

10 4月13日 火
11 4月14日 水

12 4月15日 木 － －
ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ→ﾖﾊ
ﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ→

ブランタイヤ
へ移動

13 4月16日 金 － －
　→香港→成
田

14 4月17日 土
ブランタイヤ
へ移動

15 4月18日 日
物探準備
ｻｲﾄ状況調査

16 4月19日 月
17 4月20日 火
18 4月21日 水
19 4月22日 木 成田発→香

20 4月23日 金
移動：ﾘﾛﾝｸﾞ
ｳｪへ

→ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ到
着

21 4月24日 土
22 4月25日 日
23 4月26日 月
24 4月27日 火
25 4月28日 水
26 4月29日 木
27 4月30日 金
28 5月1日 土
29 5月2日 日
30 5月3日 月
31 5月4日 火
32 5月5日 水
33 5月6日 木
34 5月7日 金
35 5月8日 土
36 5月9日 日
37 5月10日 月
38 5月11日 火
39 5月12日 水
40 5月13日 木
41 5月14日 金
42 5月15日 土
43

5月16日 日
ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ→ﾖﾊ
ﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ→ケ
ニア

44 5月17日 月
45 5月18日 火
46 5月19日 水
47 5月20日 木
48 5月21日 金

ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ→ﾖﾊ
ﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ→

49 5月22日 土
　→香港→成
田

50 5月23日 日
51 5月24日 月
52 5月25日 火
53 5月26日 水
54 5月27日 木
55 5月28日 金
56 5月29日 土
57 5月30日 日 資料整理

58 5月31日 月 大使館、JICA

59
6月1日 火

ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ→ﾖﾊ
ﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ→

60 6月2日 水
　→香港→成
田

ICR説明、MM説明

大使館、JICA報告

その他の基本資料収集、
現地再委託の準備、CP打ち

＊社会状況調査担当は官ﾐｯｼｮﾝに同行
午後：現地再委託契約

ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ→ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ→

灌漑水資源省へ調査報告

資料整理

ブランタイヤへ移動

　→香港→成田

EOJ表敬、JICA事務所打ち合わせ、灌漑水資源省協議

MMドラフト協議

MM署名

予備日（移動ﾌﾞﾗﾝﾀｲﾔ→ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ）

リロングウェ類似案件の視察、
ブランタイヤへ移動、

ムワンザ県・ネノ県現地視察

リロングウェに移動

予備日（移動ﾌﾞ
ﾗﾝﾀｲﾔ→ﾘﾛﾝｸﾞ

ｳｪ）
灌漑水資源
省へ調査報

告

成田発->香港

→ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ到着

基本資料収
集、現地再委

託の準備

CP打ち合わ
せ

ブランタイヤへ移動

EOJ、JICA報告

サイト状況、
運営維持管理状況
給水施設の現状
村落調査
水サンプル採取

類似案件、お
よび他ﾄﾞﾅｰの
援助動向調査
社会状況調査
運営維持管理
の現状

サイト状況、
運営維持管理状況
給水施設の現状
村落調査
水サンプル採取

物理探
査に準
備
準備寒
露湯後
物理探
査の開
始

調査は基本的に４班体制で実施する：
サイト調査は３斑で実施するものとし、機材担当者が村落調査を行う場
合は１斑、２班に同行し実施することとする。

機材計画のための
調査
水資源局ワーク
ショップの整備内容
既存所有機材の稼
働状況
現地業者のリグ所
有状況

１斑 2斑

3斑

4斑

施設設備、
機材計画に
係わる調査
調達事情
施工計画
概略事業費
積算に係わ
る調査
各村落への
アクセス道
路の状況

現地におけ
る水理地質
状況
既存井戸の
水位、水質

給水施設の
運営維持管
理状況
基本給水施
設の整備状
況およびいよ
う状況
給水施設の
必要性の検
討に係わる調
査

途中１週間程度リ
ロングウェにて資
料および情報の
収集を行う。

途中１週間程度リ
ロングウェにて資
料および情報の
収集を行う。

現地再委託の準備
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(2) 概略設計概要説明時 

No. 月日 曜日 総括 技術参与 計画管理
業務主任/地下水

開発
社会状況調査/運
営維持管理計画

小渕伸司 白石真之 小島岳晴 山口雅弘 升村章司

1 9月25日 土
2 9月26日 日

3 9月27日 月
4 9月28日 火
5 9月29日 水
6 9月30日 木
7 10月1日 金

ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ→ﾖﾊﾈｽ
ﾌﾞﾙｸﾞ

補足調査
ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ→ﾖﾊﾈｽ
ﾌﾞﾙｸﾞ

8 10月2日 土
ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ→香港
→

補足調査
ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ→香港
→

9 10月3日 日
→成田(14:35) ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ→ﾖﾊﾈｽ

ﾌﾞﾙｸ
→成田

10 10月4日 月
ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ→香港
→

11 10月5日 火 →成田

MoIWD　MM協議、MM署名

成田発->香港

移動、ムワンザ県及びネノ県合同協議　(Bｌantyre 1泊）

移動、MoiWD協議

EOJ表敬、JICA事務所打ち合わせ、MoIWD協議

ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ→ﾘﾛﾝｸﾞｳｪ到着
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添付資料３．関係者リスト 

Name Position Observations 

Ministry of irrigation and Water Development 
Sandram C.Y. Mawaru Secretary for irrigation and Water 

Development  
Modesta B. Kanjaye Director of Department of Ground water 

(DGW)  

Thanasias Sitolo CBM Coordinator, Department of Water 

Supply Service  

Mr. G.D.C. Matiki,  Principal Hydrogeologist  

Dwight Kambuku Hydro geological Research Officer  

P. Chintengo,  Principal Hydrogeologist  

Humphrey Sagnlayi Meteorological Engineer  

Maruto Chintoga Senior Groundwater Development Officer  

Peaches Phiri CWC, Water Quality Division  

Ronald Chiwaula Senior Drilling Officer  

M. Chintengo Senior Groundwater Development Officer  

Andrew Joloza HgRO (Groundwater - Central Region)  

G. E. Hora P.A.  
   

Southern Regional Water Development Office 
S. Matamula,  Regional Water Development Officer  

Chrispine Songola CBM Coordinator  

Mwanza district   

S.L. Gwedemila District Commissioners  

Mazeti Mbulenje  Director for Planning and Development  
B.S.P. Banda District Community Development Officer  
F.M. Chaima  

 

Assistant Community Development Officer, 

Mwanza  
P.A. Sipuni Community Development Officer  
A.J. Phir i, District Environmental Health Officer  

Joseph Kumalawi Education Officer  

Joshua Saini DFDO (Social Welfare)  

Edgar T. Phri Water Development Officer, DWO  

Willard Botha Water Monitoring Assistant,DWO  
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Neno district   
A.B. Mnanzi,  Director for Planning and Developme t  
W.M. Kuseli District Water Development Officer  
James Mando Water Monitoring Assistant,DWO  
Luckson Sipolo Water Monitoring Assistant,DWO  

D.S. Phanyanphanga District Agricultural Development Officer  

   

Embassy of Japan 

Shinichi Ogawa First Secretary  

   

JICA Malawi Office 

Minako Shiotsuka Asistant Resident Representative  

Nathan Mwafulirwa Senior Programme Officer  

Others 

Chimwemwe Nyimba UNICEF  
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